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配当支払開始予定日 ―

1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 6,683 △18.3 △92 ― △71 ― 129 ―

21年3月期第1四半期 8,184 ― △630 ― △577 ― △370 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 6.74 ―

21年3月期第1四半期 △18.78 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 44,585 39,758 87.2 2,022.19
21年3月期 45,015 39,402 85.5 2,002.39

（参考） 自己資本  22年3月期第1四半期  38,862百万円 21年3月期  38,483百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 15.00 ― 10.00 25.00

22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

10.00 ― 15.00 25.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

15,800 △10.9 △450 ― △450 ― △300 ― △15.61

通期 34,000 △4.6 300 △68.7 300 △73.6 200 △48.9 10.41
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想 
数値と異なる場合があります。 
なお、業績予想の前提となる条件等については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 20,674,128株 21年3月期 20,674,128株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期 1,455,879株 21年3月期 1,455,558株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 19,218,314株 21年3月期第1四半期 19,738,067株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期のわが国の経済は、世界規模に拡大した金融市場不安等による景気の悪化に底打

ちの兆しがみられたものの、依然として低水準での推移となり、企業収益は大幅に減少いたしま

した。また雇用情勢においても悪化は継続しているため、個人消費も低迷しており、実体経済は

非常に厳しい状況となりました。 

国内の住宅設備の分野におきましては、昨年秋以降の経済情勢・雇用情勢の悪化の影響により、

住宅取得意欲が低下し、住宅の販売戸数が低迷したため新設住宅着工戸数は大幅に減少いたしま

した。 

このような状況の中で、当社はお客様のニーズに応えるべく、新製品の開発と積極的な営業活

動を展開して業績の向上に努めてまいりました。 

当第１四半期の品目別販売状況は、テレビインターホン機器につきましては、海外市場向けに

新たに発売したカラーテレビドアホン“ＪＫシリーズ”やアパートシステム“ＧＨシステム”の

販売が欧州において好調に推移いたしましたが、国内における新設住宅着工戸数の減少に伴う納

入物件の大幅な減少や市場における競争が厳しく販売台数が伸び悩んだ結果、売上高は前年同四

半期比１４.７％減少いたしました。 

また、ケアインターホン機器につきましては、新設病院着工件数の減少の影響や既設病院等の

設備リニューアル物件の減少等によりナースコールシステムの売上が減少いたしました。その結

果売上高は前年同四半期比３０.４％減少いたしました。 

これらの結果、当第１四半期の連結の経営成績は、売上高６６億８千３百万円（前年同四半期

比１８.３％減）と前年同四半期を下回りました。また利益面につきましては、減収幅が大きかっ

たものの、人件費の削減や販売促進費の見直しなど経費削減の取り組みを強化したことや前期に

発生したリコール費用が無くなったことによるアフターサービス費の減少により、営業損失は 

９千２百万円（前年同四半期は営業損失６億３千万円）、経常損失は７千１百万円（前年同四半期

は経常損失５億７千７百万円）となりました。また法人税等調整額の影響により四半期純利益は  

１億２千９百万円（前年同四半期は四半期純損失３億７千万円）となりました。 

個別の経営成績につきましては、売上高は５９億３千６百万円（前年同四半期比２１.８％減）、

営業損失は３億４千１百万円（前年同四半期は営業損失５億６千４百万円）、経常損失は３億円（前

年同四半期は経常損失４億９千５百万円）、四半期純損失は１億９千２百万円（前年同四半期は四

半期純損失３億９百万円）となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期末における総資産は４４５億８千５百万円（前期末４５０億１千５百万円）とな

り４億３千万円減少いたしました。これは主に、現金及び預金が４億４千万円増加、たな卸資産

が５億４千万円増加、投資有価証券が８億７千９百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が

２１億５千５百万円減少したことによるものであります。 
負債は４８億２千６百万円（前期末５６億１千２百万円）となり７億８千５百万円減少いたし

ました。これは主に、未払費用が６億８千６百万円減少したことによるものであります。 
純資産は３９７億５千８百万円（前期末３９４億２百万円）となり３億５千５百万円増加いた

しました。これは主に、その他有価証券評価差額金が３億２千３百万円増加したことによるもの

であります。 
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（キャッシュ・フローの状況） 
当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は１３０億５千

９百万円となり、前期末と比較して８百万円の増加となりました。 
当第１四半期におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失７千３百万円となり、未払

費用の減少６億９千６百万円、たな卸資産の増加４億９千６百万円があったものの、売上債権の

減少２２億１千６百万円により９億９千１百万円の収入となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入３億円があったものの、定

期預金の預入による支出４億２千８百万円や公社債等を中心とした投資有価証券の取得による支

出４億５千４百万円などにより７億６千４百万円の支出となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、当社の配当金支払額１億９千２百万円などにより２億

１百万円の支出となりました。 
 

３．連結業績予想に関する定性的情報  

平成２２年３月期の第２四半期連結累計期間および通期の業績予想につきましては、現時点で

は平成２１年５月１１日付決算短信で公表いたしました業績予想に変更はありません。 

 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 

法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税

率を乗じて計算する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。 

 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 
完成工事高および完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第 15 号 平成 19 年 12 月 27 日）および「工

事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 18 号 平成 19 年 12 月

27 日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した

工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その

他の工事については工事完成基準を適用しています。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 
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５．【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 11,813 11,373
受取手形及び売掛金 6,852 9,008
有価証券 2,238 2,438
製品 3,906 3,486
仕掛品 1,737 1,732
原材料 2,376 2,260
繰延税金資産 733 505
その他 287 360
貸倒引当金 △51 △47
流動資産合計 29,894 31,117

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 5,401 5,050
減価償却累計額 △3,388 △3,348
建物及び構築物（純額） 2,012 1,702

機械装置及び運搬具 1,131 1,089
減価償却累計額 △718 △736
機械装置及び運搬具（純額） 413 353

工具、器具及び備品 5,651 5,525
減価償却累計額 △4,997 △4,894
工具、器具及び備品（純額） 654 630

土地 2,477 2,471
リース資産 50 50
減価償却累計額 △6 △4
リース資産（純額） 43 45

建設仮勘定 24 296
有形固定資産合計 5,625 5,500

無形固定資産   
その他 0 0
無形固定資産合計 0 0

投資その他の資産   
投資有価証券 8,038 7,159
繰延税金資産 356 559
その他 671 707
貸倒引当金 △0 △28
投資その他の資産合計 9,065 8,397

固定資産合計 14,690 13,897
資産合計 44,585 45,015
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 1,224 1,238
リース債務 14 14
未払法人税等 18 47
製品保証引当金 222 238
賞与引当金 275 －

その他 1,552 2,449
流動負債合計 3,307 3,988

固定負債   
リース債務 46 50
繰延税金負債 2 2
再評価に係る繰延税金負債 157 157
退職給付引当金 257 348
その他 1,054 1,065
固定負債合計 1,519 1,624

負債合計 4,826 5,612
純資産の部   
株主資本   
資本金 5,388 5,388
資本剰余金 5,383 5,383
利益剰余金 32,707 32,769
自己株式 △2,474 △2,474
株主資本合計 41,004 41,067

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 378 54
土地再評価差額金 △2,371 △2,371
為替換算調整勘定 △148 △267
評価・換算差額等合計 △2,141 △2,584

少数株主持分 895 919
純資産合計 39,758 39,402
負債純資産合計 44,585 45,015
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(2)【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

  至 平成21年６月30日) 

売上高 8,184 6,683
売上原価 5,224 3,817
売上総利益 2,960 2,865
販売費及び一般管理費 3,591 2,957
営業損失（△） △630 △92
営業外収益   
受取利息 28 17
受取配当金 52 51
受取家賃 9 9
為替差益 16 －
受託開発収入 20 －

その他 5 8
営業外収益合計 133 86

営業外費用   
支払利息 2 1
売上割引 50 43
為替差損 － 6
受託開発費用 17 －

その他 10 12
営業外費用合計 80 65

経常損失（△） △577 △71
特別利益   
固定資産売却益 － 1
貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 0 1
特別損失   
固定資産除却損 2 2
投資有価証券評価損 － 0
特別損失合計 2 3

税金等調整前四半期純損失（△） △579 △73

法人税、住民税及び事業税 △208 △207
少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 4
四半期純利益又は四半期純損失（△） △370 129
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純損失（△） △579 △73
減価償却費 173 131
貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △26
賞与引当金の増減額（△は減少） 404 275
未払費用の増減額（△は減少） △796 △696
退職給付引当金の増減額（△は減少） △64 △93
製品保証引当金の増減額（△は減少） 180 △15
受取利息 △28 △17
受取配当金 △52 △51
為替差損益（△は益） △17 △13
支払利息 2 1
投資有価証券評価損益（△は益） － 0
有形固定資産売却損益（△は益） － △1
有形固定資産除却損 2 2
売上債権の増減額（△は増加） 2,174 2,216
たな卸資産の増減額（△は増加） 112 △496
仕入債務の増減額（△は減少） 202 △39
その他 △136 △164
小計 1,581 939
利息及び配当金の受取額 79 73
利息の支払額 △1 △1
法人税等の支払額 △405 △19
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,253 991

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 － △428
有価証券の償還による収入 500 300
有形固定資産の取得による支出 △132 △189
投資有価証券の取得による支出 △404 △454
投資有価証券の売却による収入 8 6
その他 － 1
投資活動によるキャッシュ・フロー △29 △764

財務活動によるキャッシュ・フロー   
自己株式の取得による支出 △584 △0
リース債務の返済による支出 － △3
配当金の支払額 △399 △192
少数株主への配当金の支払額 △10 △4
財務活動によるキャッシュ・フロー △994 △201

現金及び現金同等物に係る換算差額 164 △17
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 394 8
現金及び現金同等物の期首残高 13,789 13,051
現金及び現金同等物の四半期末残高 14,184 13,059
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